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 台湾の合計出生率（TFR）は 2010 年に寅年を避ける形で当時の過去最低（0.985）となっ

たあと、いったん 1.0 以上に回復したが、2020 年以降再び 1.0 を割り込むようになった。

2022 年には 0.87 と 2010 年の水準も割り込むようになり、出生数も 2020 年以降、継続して

2010 年の水準（16.7 万人）を下回っている。2024 年は TFR が 0.885、出生数は 13.5 万人と

過去最低水準が続いている。地域別にみても、2020 年以降、TFR が 1.0 を割り込む県・大都

市が増えており、2024 年は 3 分の 2 の県・大都市で 1.0 を下回った。 
 出生率低下の大きな要因となっているのは有配偶率の低下や出生年齢の上昇である(Chen 
and Liu 2007, Chen 2005）。2024 年では女性の有配偶率は 30 歳代前半で 40％、40 歳代でも

60％にとどまった。女性の出生年齢も出生順位を問わず上昇しており、第 1 子の場合は 31.65
歳である。 
 台湾の少子化を考えるうえで注目すべきは、近年、女性の高学歴化が急速に進んでいる点

である。2024 年では短大・4 年制大卒以上の人口割合は 25‐39 歳で 7 割、40‐44 歳で 6 割

に達しており、結婚・出生行動の中心は短大・4 年制大卒以上の人が占めるほか、有配偶女

性の労働力率も上昇傾向にあり、2024 年には 30－40 歳代で 70％を超える。 
 こうした人口面や教育面での急速な変化は、少子化対策を打つうえで難しさを増す格好

になっている。制度面の改善に力をいれるだけではなく、高学歴者が多く、それだけニーズ

も多様になる中で、利用者にとっての使いやすさに目配りする必要が出てくる。台湾では少

子化対策（2018-2024 年）を打ち出し、保育サービスの拡充や手当の増額、育児休業制度の

拡充などの政策を進めてきた。これに続く形で、行政院（内閣に相当）は 2025 年 9 月に少

子化対策計画 2.0 の推進を提案した。計画 2.0 の一部は 2026 年から取り組み始めている。 
計画 2.0 では、従来の対策に加えて、以下の 3 点に力を入れる。第１に、若い世代が「結

婚したい、子どもを産む勇気がある、育児を楽しむ」ことを支援するため、賃貸住宅プロジ

ェクトを展開し、「公営住宅への優先入居」「家賃補助の増額」などの方向性を打ち出した。

第 2 に、育児休業制度を今年 1 月から柔軟化し、育児休業の申請を１日単位で可能にした

（従来は 6 か月以上 or 30 日以上～6 か月未満が申請単位）。第 3 に、出産奨励金制度の拡充

を今年 1 月から開始し、社会保険の種類（労働者、公務員、農民、軍人、国民保険）によっ

て請求可能な出産給付金が最大で 8 割の差があるのを是正するため、低収入などの家庭で

も十分な出産支援を受けられるように補助金を追加支給することにした。 
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